
IRIEP作成 参考用 

 

※ 下線は衆議院と違う箇所 

 

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案に対する附帯決議 

 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである 。 

 

 

1. 基本方針の制定に当たっては、2050年カーボンニュートラル及び海洋プラスチックごみ

による新たな汚染を2050年までにゼロにすることを目指す大阪ブルー・オーシャン・

ビジョンと整合し、更に出来る限り前倒しで達成できるよう、プラスチック使用製品

廃棄物の発生量の大幅な削減及び熱回収の最小化に資するものとすること。 

 

2. プラスチック使用製品設計指針の策定に当たっては、プラスチックの発生抑制に加え

ライフサイクル全体での環境負荷の観点からトップランナーの内容となるよう検討す

ること。あわせて、認定プラスチック使用製品に関して、実際の発生抑制の効果など

を調査し、公表することを検討すること。 

 

3. 消費者が認定プラスチック使用製品であること及びプラスチック使用製品に使用されて

いるプラスチックの環境負荷・成分・廃棄方法等について知ることができるような表示

制度等の検討を行うこと。 

 

4. 市町村によるプラスチック使用製品廃棄物の一括回収の実施に関し、市町村の事務に過

度な負担をもたらすことがないよう各市町村の実情に応じた適切な配慮を行うととも

に、市町村の財政上の負担について、地方財政措置その他の必要な措置を講じ、持続的

な体制を整備すること。 

 

5. 製造事業者等の自主回収・再資源化事業計画及び排出事業者の再資源化事業計画に係る

認定による廃棄物処理法の特例について、当該特例の運用が廃棄物処理法の趣旨にもと

ることがないよう、各事業者に対し適切な指導・監督を行うこと。 

 

6. 発生量が大幅に削減されるよう取り組んだ上で、回収され、又は収集された使用済プラ

スチック使用製品等の再使用又は再生利用による循環的な利用が拡大されることにより

熱回収の最小化が図られるよう地方公共団体及び事業者に対し、必要な財政上及び技術

上の支援を講ずること。 

 

7. マイクロプラスチックの環境への流出状況及びマイクロプラスチックが生態系に与える

影響を的確に把握するとともに、その結果に基づきマイクロプラスチックの環境への流

出の防止のため、必要な措置を早急に講ずること。 

 

8. 国内において生じた使用済プラスチック使用製品等について、国内において適正に再使

用、再生利用その他の処理がされるよう再使用の体制整備やリサイクル設備の拡充に向
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けた支援等を行うとともに、使用済プラスチック使用製品等の輸出の規制に関する強化

された措置の適正な運用を図ること。 

9. 代替素材の導入にあたっては、当該素材のライフサイクル全体での環境負荷、食料との

競合及び発展途上国における社会・環境面での影響等を含む総合的見地から検証を行う

こと。 

 

10. プラスチック使用製品やその代替品に含まれる有害化学物質が、人の健康又は生態系に

悪影響を発生させることがないよう、その影響について調査研究を進めるとともにプラ

スチック用添加剤等の化学物質に係る成分の表示について義務づけも含め検討を行うこ

と。 

 

11. 既に海洋環境等に流出している使用済プラスチック使用製品等については、実効性のあ

る回収方法についての調査研究を行うとともに、回収に取り組む地方公共団体及び事業

者等に対し、必要かつ十分な財政上及び技術上の支援を講ずること。 

 

12. 海洋プラスチックごみの多くが発展途上国から流出していると推定されることに鑑み、

発展途上国における使用済プラスチック使用製品等の削減及び回収・処理等に関する所

要の助言及び支援を行うとともに、地球規模の海洋プラスチックごみによる環境汚染を

包括的に解決するため、国際的な連携強化に取り組むこと。 

 

13. 漁具及び農業用の器具等に係る使用済プラスチック使用製品による環境汚染を防止する

ため、これらの環境への流出状況を把握し、その流出量の削減及び回収のため、漁具マ

ーキングや報告体制の整備など必要な措置を行うとともに、自然循環する生分解性素材

等による海洋環境に悪影響を最大限軽減できる代替製品の研究開発に一層努めること。 

 

14. 新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している現状に鑑み、本法で規定するプラスチ

ック使用製品のうち、専ら医療の用に供するものについて、特段の配慮を行うこと。 

 

15. 製造事業者のプラスチック使用製品廃棄物の回収から再使用、再生利用までのライフサ

イクル全般にわたる責任の在り方など、拡大生産者責任の徹底等に向けた検討を行うこ

と。 

 

右決議する。 


